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はじめに 
 
 
環境省では、環境パフォーマンス指標を事業者が自主的、積極的な環境に関する取

組を効果的に進めるための基盤情報と位置づけ、平成12年度に「事業者の環境パフォ

ーマンス指標（2000 年度版）」を策定・公表した。その後、平成 13 年度には『「事業

者の環境パフォーマンス指標（2000 年度版）」の試行に係る事業』を実施し、事業者

の立場から見た課題の抽出を行うとともに、平成14年度には、その成果等を踏まえ、

事業者にとって一層使いやすいものとした「事業者の環境パフォーマンス指標（2002

年度版）」を策定した。 

これらの事業の結果、製品メーカーを中心に、環境パフォーマンスデータをプロセ

ス改善や経営改善等に活用する目的で自主的積極的に収集・管理する事業者も見られ

るようになってきているが、多くの事業者では、いまだ外的な圧力（環境法規制や消

費者の意識等）に対応する形でデータを収集・整備する状況にあると考えられる。 

事業者が環境パフォーマンスデータを自主的積極的に収集し、環境パフォーマンス

指標等の形で活用する状態を創出するためには、これらのデータを収集・管理するこ

とによる効用、効果を明確に示すことが必要であると考える。 

そこで、本調査では、企業の環境報告書の分析を通じて環境パフォーマンスデータ

等の活用実態を概観した上で、①環境パフォーマンス指標をモニタリングする意義、

②環境行動計画の目標管理ツールとしての環境パフォーマンス指標の活用事例を整理

した。さらに、環境パフォーマンス指標の活用促進を図るため、③企業内の階層に応

じた環境パフォーマンス指標の方向性や④サプライチェーン、ライフサイクルを考慮

した環境パフォーマンスの評価の方向性（非製造業、製造業の間接効果の評価の方向

性）について検討した。なお、本調査の実施にあたっては、有識者から構成される「環

境パフォーマンス指標の活用促進のための研究会」を設置し、同委員会の指導・助言

を得た。 
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